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社会行動科学や医学における統計学の誤用・乱用について

 千　　野　　直　　仁＊

　社会行動科学や医学などでは，統計学の誤用・乱用がしばしば起こる．最初に，我々は外れ値や異
常値が存在するときのピアソンの偏差積率相関係数の誤用・乱用について議論する．２つ目に我々は
分散の等質性の検定に続く通常の平均の差の検定の適用時の誤用・乱用について議論する．３つ目は，
我々が無作為割り付けができないような幾つかの処理水準から成る被験者間要因の効果を分散分析に
より検定するときの誤用・乱用について述べる．４つ目は，複数の平均の差についての全体的仮説が
棄却された場合の後続の多くの対比の検定における誤用・乱用について述べる．同じような状況は，
要因デザインで全体的交互作用仮説が棄却されたときにも起こる．５つ目に我々は，反復測定デザイ
ンにおける要因の効果に関する検定の誤用・乱用について述べる．大局的球形仮説や多標本球形仮説
の検定は，これらの帰無仮説が棄却されたとき反復測定要因に対応する幾つかの仮説に対応するＦ分
布がゆがむ可能性があるが，しばしばなされないままである．６つ目に我々は因子分析を実際のデー
タに対して適用するに際しての誤用・乱用について議論する．７つ目に我々は重回帰分析やロジステ
ィック回帰分析などの一般化線形モデルの適用に際しての誤用・乱用について述べる．とりわけ，多
重共線性の問題は，もし考察中のデータで多重共線性が起こればそれらのモデルのパラメータ推定値
は不安定になるが，しばしばなされないままである．

キーワード：統計学の誤用，多重共線性，外れ値，球形（球面性）仮説

第１節　問題

　得られたデータに対して何らかの統計学的推定や検
定を行うことは，特定の分野を除き社会行動科学の領
域から医学・疫学などの自然科学の領域で論文を書く
研究者や学生にとってきわめて日常的な活動である．
しかし，すべての統計的推定や検定には何らかの前提
がある．これらの前提が万が一満たされていないと，
推定や検定により得られた結論は全く異なったものと
なることがある．この論文では，それらのうち多くの
研究者や学生が日常的に使っている統計的推定や検定
に見られる誤用・乱用の幾つかをまとめることが目的
である．
　それらは相関係数の検定，対応のない場合の平均の
差の検定，通常の分散分析における無作為割り付けの
有無や主効果が棄却された場合の下位検定のやり方や

交互作用項の検定方法，反復測定デザイン分散分析，
因子分析おける直交解・斜交解の選択や直交因子の因
子得点間相関の可能性，重回帰分析やロジスティック
回帰分析における多重共線性の問題である．
　相関係数の検定に際して注意しなければいけない点
の１つは，データに外れ値（outlier）や異常値（abnormal 
value）が混入している場合である．万が一これらが
存在する場合，それを外すかどうかにより検定結果は
全く異なることがある．
　対応のない場合の平均の差の検定では，通常検定は
まず２群の分散の等質性の検定を行い，その結果を受
けて平均の差の検定方法として適切な統計量を選択す
る．この場合，ほとんどの統計学の教科書では２種類
の検定を継時的に行う場合の全体的危険率（overall 
level of significance）については無視をして，それぞ
れの検定を例えば５パーセント水準で行うように書か
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れているが，そのような場合両検定の全体的危険率は
少なくとも分散の等質性が成り立つ場合にはインフレ
をしているので，それを統制するためには正確には
個々の検定の危険率は５パーセントでは正しくない
（Hogg, 1961; 竹内， 1978）．
　通常の分散分析では幾つかの点で，誤用・乱用がし
ばしばみられる．その１つは，本来無作為割り付け

（random assignment of plots, or randomization）（Fisher, 
1926, 1935）ができないような要因，例えば出生順位，
学年，心理検査により判定される患者の特性（例えば，
CMIにより得られる患者の神経症傾向に関する４群）
などについて，しばしば内外の論文には通常の分散分
析を行い要因の効果の有無について考察がなされてい
るが，厳密にはそのような場合，要因の効果であると
いうのは適切ではなく，高々要因の水準間で平均に差
が見られたということにとどめるべきであろう．
　通常の分散分析における２つめの誤用・乱用は，主
効果や交互作用が有意であったときの下位検定として
の多重比較（multiple comparison）の方法に見られる．
内外の多くの論文では，例えば主効果が有意の場合の
下位検定として，ボンフェロニの手続き（Bonferroni 
procedure）（正式名は，ダンの多重比較手続き，
Dunn’s multiple comparison procedure）（Dunn, 1961）を
行ったとか，テューキー法（Tukey’s procedure）（Tukey, 
1953）を用いたとあるが，正しくはデータを収集する
際に研究者がどのレベルの下位検定の仮説を持ってい
たかにより下位検定の手続きや方法の中から最適なも
のを選択する必要がある．
　一方，全体的交互作用が有意であった場合，やはり
内外の多くの論文では未だに下位検定として単純主効

果（simple main effects）の検定が行われているが，単
純主効果の検定は厳密には全体的交互作用の正確な下
位検定にはなっていない（例えば，Kirk, 1982, 1995）．
　反復測定デザイン分散分析（repeated measurement 
design ANOVA）も社会行動科学や医学・疫学などの
領域でもよく用いられる方法の１つであるが，この場
合の要因の効果の有無の検定のＦ統計量はデータが多
次元空間の中に等方的に広がっているかどうか（球形

あるいは球面性仮説，sphericity hypothesis）により大
きく歪むことが1970年以降知られている（例えば，
Huynh & Feldt, 1970; Rouanet & Lépine; 1970）にもかか
わらず，この検討がなされていない場合が内外の論文
で少なからず見られる．
　とりわけ，２要因以上が共に反復測定要因の場合の
大局的球形（球面性）仮説（global sphericity hypothesis）

の検討（Kirk, 1982; Mendoza, Toothaker, & Crain, 1976）
や，独立測定要因（実験参加者間要因）と反復測定要
因（実験参加者内要因）が混在する分割区画要因デザ
インでの多標本球形（球面性）仮説（multisample 
sphericity hypothesis）の検討（Harris, 1984; Huynh & 
Feldt, 1970; Kirk, 1982, Mendoza, 1980; Sugiura & Nagao, 
1968），については本邦の論文はおろか欧米のインパ
クトファクターから見て一流の論文でさえ，論文中に
これらが言及されていないものもあるし，国際的な統
計ソフトである SASや SPSSでさえ，研究者がそれ
らのプログラムやシンタックスを自分で新たに書かな
ければ，検討できないのが現状である．
　因子分析は，当初統計学者と（計量）心理学者が
1900年代の初頭から提案し発展させてきたものであ
り（Garnett, 1919‒20; Holzinger & Harman, 1937; 
Spearman, 1904, Thurstone, 1931），近年では心理学の領
域にとどまらず多くの社会行動科学の領域から医学・
疫学などの自然科学の領域においても用いられている
方法である．しかし，これについても，幾つかの誤用・
乱用が見られる．まず，内外の研究論文を見ていると，
現象の性質や理論を顧みず，いつも直交解を用いたり，
いつも斜交解を用いたりする研究がしばしばみられる
が，かならずしも適切ではない．直交解（orthogonal 
solution）（Hotelling, 1933）か斜交解（oblique solution）
（例えば，Carroll, 1953; Hendrickson & White, 1964; 

Holzinger, 1944; Kestelman, 1952; Pinzka & Saunders, 
1954; Thurstone, 1945）かの選択はあくまでも現象の
性質や理論などから研究者が適切な解法を選択すべき
である．
　因子分析の教科書にはあまり書かれていない問題
に，複数の回転後の直交共通因子の因子得点間相関

（intercorrelations among rotated orthogonal common 
factors）に関する問題がある（Guilford & Michael, 
1948; Heermann, 1963; Holzinger & Harman, 1941; 
Thomson, 1948）．因子分析の定番である主因子法によ
る主因子解，それに引き続いてのバリマックス回転は，
内外の多くの論文がいまだよく用いているやり方であ
るが，主因子解とそれに続くバリマックス回転により
得られる解はあくまでも直交因子であり，得られる複
数の共通因子得点間には定義からは本来無相関である
にもかかわらず，内外の論文ではしばしばそのような
因子得点間の相関係数を求め，さらに検定を行い有意
である場合懸命にそれらの解釈を試みているものをし
ばしば目にする（例えば，Fenigstein, 1979; 菅原， 
1984）．
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　複数の直交共通因子相互の因子得点間に相関が生じ
る場合，それらの相関係数の有意性検定を行うと有意
である原因は少なくとも２通り考えられる．１つは，
そのような場合における因子得点の求め方に問題があ
る場合であろう．内外の論文でも，因子得点を各因子
に負荷の高い項目に絞って，それらの合計点を因子得
点の代用物として用いている場合がしばしばみられる
（例えば，Fenigstein, 1979; 菅原，1984）が，このよう
なやり方は決して十分適切とは言えない．この方法で
は，項目間の相関の情報を一律に扱っている点が不適
切である．
　もう１つの原因は，因子分析モデルそのものに根差
したもので，かなり専門的であるが，実は因子分析の
方法開発の歴史の中では古くから知られている（例え
ば，Harman, 1967; Heerman, 1963; Kesterman, 1952; 
Thomson, 1948; Thurstone, 1935）．また，その中で，
Heerman (1963) は直交共通因子間相関が真の意味で直
交（無相関）になるような因子得点の推定法などを示
している．もっとも，統計ソフトの SASや SPSSで
も Heermanの方法は組み込まれていない．
　統計学的方法の誤用・乱用とまでは言えないとして
も，しばしば見落とされるのが重回帰分析やロジステ
ィック回帰分析における共線性（collinearity）あるい
は多重共線性（multicollinearity）の問題である（Agresti, 
2002; Allison, 2012; Belsley et al., 1980; Tabachnick et al., 
2014）．これらの方法の共通点は，何らかの基準とな
る変数（基準変数，反応変数，従属変数とも呼ばれる）
を，それを説明ないし予測するための複数の変数（説
明変数，予測変数，独立変数とも呼ばれる）で説明な
いし予測しようとする点である．ただし，これらの方
法では基準変数は，重回帰分析の場合定量的変数，ロ
ジスティック回帰分析の場合定性的変数（あるいは群）
でなければならない．
　これらの方法では，説明変数が多くなると同変数間
の複雑な相関関係からいわゆる共線性あるいは多重共
線性の問題が発生し，偏回帰係数などのパラメータの
推定が適切に行われなかったりする可能性が高まる．
この問題を避けるには，これらの方法の最終適用に先
立ち，説明変数間に共線性が見られないかどうか検討
し，もし強い共線性が見られる場合には，あらかじめ
共線性を生じる原因となる変数を可能な範囲で除去す
る必要がある．
　最後に，従来の伝統的な多変量解析では誤差分布と
して正規分布が仮定されてきたが，1970代の初頭に
はこの仮定を必ずしも必要としない場合の多くの多変

量解析が開発されてきており（McCullagh & Nelder, 
1989; Nelder & Wedderburn, 1972），一般化線形モデル

（generalized linear model）と呼ばれる．これらは一般
にモデルの誤差分布に必ずしも正規分布を仮定しない
だけでなく，扱う変数も必ずしも定量的変数のみでは
なく，定性的変数と定量的変数が混在することを許容
するもので，社会行動科学領域から医学・疫学領域な
どの自然科学領域までの多様な現象に対する適用範囲
を大きく広げるものである．例えば，重回帰分析で万
が一モデルの誤差分布が正規分布から大きく乖離して
いると判断される場合には，通常の重回帰分析は行わ
ず，一般化線形モデルの中の適切と思われるモデルに
より分析を行うべきであろう．
　この論文の構成は次のようである．まず第２節では，
相関係数の検定時の誤用・乱用について述べる．第３

節では，対応のない場合の平均の差の検定に際して分
散の等質性の検定に引き続き平均の差の検定を行う場
合の全体的危険率のコントロールの問題について述べ
る．第４節では，通常の分散分析における無作為割り
付けの有無と要因の効果の検定の是非，主効果や交互
作用効果が有意な場合の下位検定の問題について述べ
る．第５節では，反復測定デザイン分散分析における
Ｆ統計量の歪みの可能性とそれに対処するための方法
について述べる．第６節では，因子分析における回転
の問題や，直交共通因子の因子得点間の相関の可能性
の問題に触れる．第７節では，重回帰分析やロジステ
ィック回帰分析における多重共線性など分析上の注意
点ついて触れる．

第２節　相関係数の検定時の誤用・乱用

　図１は，浮田・横井（1996）の48名の実験参加者
に対するクレペリン精神作業検査の結果における休憩
後の動揺率と誤答率間の散布図である．この図でＡ，
Ｂはその位置に実験参加者がそれぞれ１名，および２

名いることを表す．この図をみると，明らかに１名の
実験参加者の動揺率と誤答率の大きさは共に他の成員
とかけ離れていることがわかる．この検査の時点では
その原因がわからなかったため，外れ値とみなされた．
　このデータで外れ値に気づかず，両変数間の相関係
数を計算すると0.692となり，相関係数は0.1パーセン
ト水準で統計的に有意とみなされる．しかし，一般に
外れ値を見つけた場合には，直ちに外して済ませるの
ではなく，飛び離れた値になった原因を探るなり，サ
ンプル数を増やすなりして様子をみることが望まれ
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図１．クレペリン精神作業検査における休憩後動揺率と同平均誤答率との散布
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る．一方，飛び離れた値となった原因が入力ミスなど
はっきりしている場合は，そのような値は外れ値と呼
ばず異常値（abnormal value）と呼ぶ．実際のデータ
解析の場面では異常値に気づかずに相関係数の検定を
おこなってしまうことが多いと思われ，その場合にも
上記のようなことが起こるので，できれば相関係数の
検定に先立ち，当該変数間の散布図を描くことが望ま
れる．
　相関係数については，外れ値，異常値の問題だけで
なく，相関係数はあくまでも両変数間の直線的な関係
の有無のみを検討するためのものであることに注意が
必要である．実際のデータでは時々Ｕ字型や逆Ｕ字型
の散布図が得られることがある．また場合によっては，
ドーナツ型の帯状の領域のみにデータが広がっている
ような散布図が得られることも理論的には可能であ
る．このような場合，相関係数はゼロに近い値，すな
わち無相関となるが，当該科学の領域，例えば心理学
的にはそのような散布図には実質科学的な意味がある
可能性もあろう．そのような２変量間の非線形な関係
は，散布図を描かないと見えてこない．ただし，相関
係数の検定の前提である，データの分布が２変量正規
分布に従っていれば，そのような非線形な関係が得ら

れる可能性は非常に少ないと考えられる．

第３節　対応のない場合の平均の差の検定に際し

ての全体的危険率の誤用・乱用

　第１節で簡単に紹介したように，対応のない場合の
平均の差の検定では，通常検定はまず２群の分散の等
質性の検定を行い，その結果を受けて平均の差の検定
方法として適切な統計量を選択することはよく知られ
ているが，ほとんどの統計学の教科書では２種類の検
定を継時的に行う場合の全体的危険率のインフレにつ
いて言及していない．筆者の知る限り，これに言及し
ている研究として例えば，Hogg (1961)，永田（2008），
および竹内（1978）がある．
　なお，千野（2010）は本紀要第６号でこの問題を詳
しく紹介しているので，ここでは，以下にそれをかい
つまんで紹介するにとどめる．まず，Hogg (1961) に
よれば，分散の等質性仮説が採択される場合には，等
質性の検定も平均の差の検定も，例えば全体的危険率
α*を0.05にしたければ，個々の検定の危険率をおよ
そ0.025に，もし α*を0.01にしたければ，個々の危険
率をおよそ0.005に取る必要がある．その理由は，
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Hoggが証明しているように，分散の等質性仮説が採
択される場合にはその場合の統計量Ｆと平均の差の検
定のためのｔ統計量が独立となることを用いて，全体
的危険率を正確に計算できるからである．
　一方，竹内（1978, p. 19）は「ここで，二つの検定
の水準は，仮説 μ1=μ2，σ1=σ2の下で，二つの検定でと
もに仮説が捨てられない確率が，ちょうど1‒αになる
ように定めなければならない」と述べている．竹内は
この知見が誰によるものかを明示していないが，もち
ろん，その根拠は Hogg (1961) にあることは文献上明
らかである．
　これに対して，永田（2008, p. 100）は，Hoggの結
果を引用しておらず，「この前段階のＦ検定は有意水
準20％で行う」としている．その理由として，彼は
当該Ｆ検定における第２種の過誤を小さくすることを
あげている．ただし，この方式では，例えば第２段階
の平均の差の検定における危険率を５％とすると，２

種類の検定の全体の危険率は，等分散仮説が採択され
る場合には，およそ24％と大きくインフレすること
になる．すなわち，永田方式では，第１段階のＦ検定
における第２種の過誤を小さくすることにより，結果
的には上記２段階で行う全体的検定における第１種の
過誤は相対的には大きくなってしまうのである．

第４節　通常の分散分析における誤用・乱用

　通常の分散分析における誤用・乱用の１つは，第１

節で述べたように，本来無作為割り付けができないよ
うな要因について，内外の論文でしばしば通常の分散
分析を行い要因の効果の有無について考察がなされる
ことである．その理由を明らかにするためには，
Fisher の原則（Fisher’s principles）（とりわけ，Fisher
の実験計画法の３原則）に注意する必要がある（Fisher, 
1926, 1935）．Fisherの実験計画法の３原則とは，つぎ
を指す：
　　１．反復（repetition）
　　　　同一水準には２回以上の標本の反復（繰り返

し）が必要である．
　　２．無作為化（randomization, or random assignment 

of plots）
　　　　標本の各水準への割り付けは，無作為化しな

ければならない．
　　３．局所管理（local control）
　　　　標本全体の均一化を達成することが難しい時

に，それにかかわる副次的な因子に対しては

複数の水準を設定し，その水準内では局所的
に均一化を達成させるとよい（これは，通常
ブロック因子を導入することにより達成され
る）．

　これらのうちの第２原則が，無作為化の原理である．
これを達成するための最も単純なデザインは完全無作
為化デザインであり，２要因以上の場合完全無作為化
要因デザインと呼ばれ，心理学の領域等ではこれまで
標準的なデザインとしてよく知られている．
　いずれにせよ，第１節で指摘した出生順位，学年，
心理検査によるクライアントの判定結果などは，分散
分析を行う時点で既に実験参加者の属性としてどの水
準に属するかが決まってしまっており，無作為割り付
けができない．そのような場合，分散分析によりＦ統
計量から当該要因に対する帰無仮説が棄却されたとし
ても，その原因を要因の効果と判定することは慎重に
なるべきである．なぜならば，そのような場合，各水
準の平均の違いには，たまたま実験に参加した者が当
該要因以外の要因に関して特定の水準に偏っていた可
能性を十分排除できないからである．無作為割り付け
は，そのような可能性を可能な限り排除するために工
夫された仕掛けである．そのような工夫ができない場
合，我々が言えることは高々当該要因の水準間のどこ
かに差が見られた，ということである．
　つぎに，分散分析で主効果や交互作用が有意である
場合の下位検定のやり方について内外の多くの論文で
は，例えば主効果が有意の時，実験の前に研究者がど
のような下位検定を想定していたかにかかわらず，ボ
ンフェルニの手続きを行ったとか，テューキー法を用
いたとしているが，例えば，ボンフェルニの手続きは
そのような下位検定が実験の前にきちんと計画されて
おり，なおかつ複数の対比（contrasts）が直交してい
ないものを含む場合，テューキー法は当該下位検定の
対比が実験の前にはあらかじめ計画されておらず，複
数の対比が必ずしも直交していない場合に適用すべき
ものである．
　もう１つの問題点は，全体的交互作用が統計的に有
意であるときの下位検定のやり方に関するものであ
る．内外の多くの研究でも，よく用いられているのが
単純主効果の検定である．この検定は，２要因の交互
作用に限定したとして，一方の要因の各水準ごとに他
方の要因の主効果の有無を検討する方法である．しか
し，このやり方では，Ｆ統計量には交互作用項だけで
はなく主効果の効果も混入してしまっており，厳密な
下位検定とは言えない．というのは，単純主効果の効
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図２．球形（球面性）仮説の成否によるＦ統計量の分布の歪みの有無
 （図中，青色のカーブは球形仮説が成り立つ場合，赤色のカーブは成り立たない場合を示す．
また，図中塗りつぶされた領域の左端に対応する横軸の値は，仮定されたＦ値で2.2である）
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果に関わる平方和は，交互作用平方和と他方の要因の
主効果の平方和の双方から成り立っているからである
（Kirk, 1982, pp. 366‒367）．正確な全体的交互作用の下
位検定には，処理・対比交互作用（treatment-contrast 
interaction）や対比・対比交互作用（contrast-contrast 
interaction）の検定（Kirk, 1982, 1995）がなされるべ
きであろう．

第５節　反復測定デザイン分散分析における

検定の誤用・乱用

　まず，最も単純な１要因反復測定デザイン分散分析
におけるＦ統計量の分布の歪みの可能性について図示
したのが，図２である．ここでは，球形仮説が成り立
つ場合，すなわちＦに歪みがない場合の自由度
ν1=12，ν2=27のＦ分布を青色のカーブで，球形仮説が
成り立たない場合の歪みのあるＦ分布を赤色のカーブ
で示している．仮にこの場合のＦ値が2.2であったと
したときの両統計量におけるｐ値（赤色及び青色で塗
りつぶした領域の面積）を比較すると明らかなように，
球形仮説が成り立っていないときにはｐ値は大きくイ

ンフレする可能性が見て取れる．もし，球形（球面性）
検定を行わずこのようなインフレを無視して結論を下
すと，場合によっては要因の主効果の関する帰無仮説
は採択ではなく棄却されてしまうようなことも起こり
うる．
　同様なことが，複数の要因が共に反復測定要因の場
合には大局的球形仮説の検討を怠ると，また独立測定
要因と反復測定要因が混在する場合には多標本球形仮
説の検討を怠ると，起こりうる．とりわけ，２要因以
上の反復測定要因デザインの場合，SASや SPSSでさ
え，プログラムやシンタックスを追加しないと，これ
らの検定を出力しないことも災いしてか，内外のレベ
ルの高い論文でさえ，この種の検討をしていない場合
が多い．これらの概要については，例えば繁桝・柳井・
森（1999, 2008）の反復測定デザインに関する項（Q39, 
Q40, Q41）を，詳細については千野（1993, 1994, 
1995）を参照されたい．

第６節　因子分析における統計の誤用・乱用

　因子分析における統計の誤用・乱用について述べる
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前に，主成分（principal components）あるいは成分分

析（component analysis）（Hotelling, 1933; Pearson, 
1901）と，伝統的な探索的因子分析（exploratory factor 
analysis）についての基本的因子分析モデル（basic 
factor analysis model）（あるいは，サーストンの多因

子模型，Thurston’s multiple factor model）（Thurstone, 
1931）の紹介を行う．
　まず，主成分分析モデルは，ｍ変数のＮ人からなる
データが得られているとして，第ｉサンプルの第ｊ変
数の得点を とするとき，

  
(1)

ここで，成分分析では観測得点はｍ個の成分
およびそれに対する重み （成分ウ

エイト，あるいは因子負荷量）から成り立つと仮定す
る．モデルでは成分は各観測変数の数，すなわちｍ個
仮定しているが，実用的な観点からはｍ変数の得点の
分散を可能なかぎり多く説明できるような少数の成分
のみを考える．成分分析では，観測得点 は素点を
用いる場合と基準化得点（平均ゼロ，分散１）のいず
れかを用いる．素点を用いる場合は，全変数の関連は
共分散行列（covariance matrix）Ｃで，基準化得点を
用いる場合は，同関連は相関行列Ｒ（correlation matrix）
で，表される．
　ｍ個の成分と成分ウエイトは，行列ＣまたはＲの固

有値問題（eigenvalue problem）として代数的に解くこ
とができ，ＣまたはＲの性質からｍ個の成分間は相互
に無相関（幾何学的には直交，orthogonal）である．
　一方，因子分析の基本モデルは，

  
(2)

である．ここで，因子分析では観測得点はｒ＋１個の
因子の値あるいは因子得点（factor scores）

およびそれに対する重み （因
子負荷量）から成り立つと仮定する．因子分析では２

種類の因子を仮定しており，最初のｒ因子は共通因子

（common factors），最後の１因子は独自因子（unique 
factor）と呼ばれる．したがって，より正確には

は共通因子得点， は共通因子負荷
量と呼ばれ， は独自因子得点，

は独自因子負荷量と呼ばれる．独自
因子はさらに特殊因子（specific factor）と誤差に分解
されることもある．共通因子得点間は無相関（幾何学

的には直交，orthogonal）であっても相関があっても（幾
何学的には斜交，oblique factors）よい．一方，独自因
子得点間は無相関が仮定される．また，共通因子得点
と独自因子得点間も無相関が仮定される．(2) 式のモ
デルは確認的因子分析（confirmatory factor analysis），
別名共分散構造分析（covariance structure analysisある
いは structural equation model, SEM）と区別する意味
では探索的因子分析あるいは古典的因子分析（classical 
factor analysis）とも呼ばれる．
　古典的因子分析の解法には最小２乗法を用いる主因
子解と最尤法を用いる最尤解が知られている．主因子
法による主因子解は，因子の寄与（contribution of 
factor）が与えられたデータの条件下で最大になるよ
うな因子を少数個（ｒ個）抽出する．一方，最尤解は，
モデルの誤差分布を仮定し，データの尤度（likelihood）
が最大になるような因子を少数個（ｒ個）抽出する．
　成分分析と因子分析は，うえに述べたように共通点
が多く，成分分析における成分ウエイトはしばしば因
子負荷量と呼ばれ，因子分析と混同される場合が多い
が，独自因子，特殊因子などを含むかどうかで大きく
異なる．
　うえの成分分析および因子分析モデルの議論から明
らかなように，因子分析モデルからは共通因子間では
直交因子の場合因子間相関はすべてゼロであるが，実
際にデータを手にして主因子解，バリマックス回転を
行い (2) 式のモデルの共通因子負荷量を求め，つぎに
共通因子の因子得点 を第１章でふれた簡
便法ではなく最小２乗推定量（least-squares estimators）
あるいは重回帰推定量（multiple-regression estimators）
により推定しても，成分分析の場合の主成分得点とは
異なり，共通因子の因子得点間は，必ずしも無相関と
はならないことが，第１章で指摘したように古くから
知られている．
　ただし，この問題に対処するための方法については，
Heermann (1963) が既に１，２提案している．１つの方
法は，直交共通因子間をすべて無相関にする方法であ
るが，あらかじめ仮定した真の共通因子得点とその推
定量間に必ずしも一対一の対応が得られない．一方，
もう１つの方法では，真の共通因子得点とその推定量
間に一対一の対応が得られるが，直交共通因子推定量
間は必ずしも無相関にはならない．
　いずれにせよ，Heermannの研究結果からは，因子
分析でわれわれが直交共通因子をデータから推定する
場合には，モデルの性質から（成分分析とは異なり）
完全無欠な直交共通因子得点を推定することはむずか
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しいことがわかる．しかし，だからといって直交共通
因子得点の推定値間の相関係数の検定を行って相関関
係が有意であったとしても，内外の研究の一部でおこ
なわれているような心理学的解釈まで無理に行うこと
は，避けるべきであろう．もっとも，筆者の経験では
SASを用いて直交共通因子得点間の相関係数を検定
しても統計的に有意になることはまれである．たぶん，
内外の文献上でこれらの幾つかが有意となる場合，因
子得点の推定法として最小２乗推定量などを用いるの
ではなく，第１章で述べた簡便法を用いていることに
よる場合が多いのではなかろうか．

第７節　重回帰分析やロジスティック回帰分析に

おける分析上の注意点

　まず，重回帰分析では，基準となる定量的変数（基

準変数，criterion variable; 反応変数，response variable; 
従属変数，dependent variablesなどと呼ばれる）を ，
これを説明ないし予測するためのｍ個の定量的変数

（説明変数，explanatory variables; 予測

変数，predictor variables; 独立変数，independent vari-
ables）でもって説明ないし予測しようとするもので，
つぎのようなモデルを用いる：

  
(3)

ここで，通常の重回帰分析では (3) 式の大文字で表記
した変数 および は確率変数を，また小文字で表
記した変数は定数を表す．一方， 及び各説明変数
の重み係数 は， の時，偏回帰係数

（partial regression coefficients）と呼ばれる．また，
は誤差項（error terms）で，平均ゼロ，分散 の正規
分布に従うと仮定される．Ｎはサンプル数である．
　ここで， の実現値 をＮ個観測したとする．この
とき，データの組
を観測したものとして，サンプル全体にわたり誤差を
最小にするような偏回帰係数の推定値は，行列を用い
ればつぎのように書ける：

  (4)

ここで， は偏回帰係数ベクトル
の推定値 を要素とするベクトルで，説明
変数のデータ行列 Xと，基準変数のＮ個のサンプル
の観測値のそれぞれからその平均を引いたベクトル

により計算される．

は，Ｎ個の基準変数の観測値の平均を表す．一方，
Ｎ行ｍ列の行列 Xは各サンプルのｍ個の説明変数の
値のそれぞれから各変数の平均を引いた値からなる行
列であり，つぎのように書ける：

  
(5)

また，モデルの定数項 の推定値 は，
の推定値 が決まると，それらを用い

てつぎのように書ける：

  (6)

　ここで，多重共線性或いは共線性に対する正確な定
義は，Belsley, Kuh, and Welsch (1980) によれば，文献
上では完全には確立していない．彼らによれば，文字
通りに言えば，２変数のデータベクトルが同一線上に
位置するならば，２変数は共線性がある，という．多
変数に拡張すれば， k変数のデータベクトルが kより
低い次元の部分空間内に位置するならば，k変数は共
線性がある，という．ただし，実際のデータでは，こ
の状態そのものが起こることはまれであり，これに近
い状態が起こっている可能性がある．
　多重共線性が生起していると，重回帰分析では偏回
帰係数に影響が現れ，その正確な推定ができなくなる．
その理由はつぎの通りである．
　まず，Belsley, Kuh, and Welsch (1980) によれば，多
重共線性の有無は全サンプル（Ｎ人）の全説明変数（ｍ

変数）の観測値から成る (5) 式の行列 Xの特異値

（singular value）が m個あるとし，それらを μ1, μ2, …, 
μmと書き，それらのうちの最大のものを μmaxとすれ
ば，次式で定義される m個の条件指標（condition 
index）の値を検討することにより推論できる：

  (7)

ここで，任意の行列 Xの特異値は，一般に XXtある
いは XtXの固有値（eigenvalues）の平方根として求め
ることができる．条件指標は説明変数の数だけ計算さ
れるが，条件指標の値が最大となるのは行列 Xの特
異値のうち (7) 式の分子の最大値 μmaxに対して同分母
のそれが最小値となる場合である．さらに，行列 X
の特異値のうちの最小なものが小さな値であると，対
応する行列 XtXの最小固有値も小さくなる．そのよう
な場合，(4) 式で示される偏回帰係数の推定式の右辺
の逆行列の計算は，スカラーの逆数の計算の場合ゼロ
に近い値で割り算をすることに近い状況が生起するた
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め，偏回帰係数の推定が不安定になる．Belsley, Kuh, 
and Welsch (1980) によれば，条件指標の値が５から10
あたりまでならば弱い従属性（week dependency）（言
い換えれば弱い共線性）が，同じく同じく30から100
あたりであれば強い関係（言い換えれば，強い共線性）
があるといえる．
　多重共線性の生起の有無を検討するには，統計ソフ
ト，例えば SASの重回帰分析で多重共線性のオプシ
ョンを指定すると，偏回帰係数の推定と検定の出力の
つぎに共線性の診断結果が出力される．そこには，上
記固有値の大きい順に，固有値及び条件指標の値等が
出力されているので，最後の説明変数（固有値の最小
の変数）の条件指標を見て，その値がうえの値の範囲
のどこに入っているかを見て，共線性の有無を診断す
ることができる．なお，説明変数に定性的な変数が混
在する場合は，あらかじめそのような変数については
ダミー変数化した新たな変数をプログラムで定義した
うえで，多重共線性を指定して重回帰分析を行えばよ
い．
　つぎに，それではどの変数（複数）が多重共線性の
原因になっているかを見つければよいであろうか．こ
れを行うための１つの方法は，分散インフレ因子

（variance inflation factors）（あるいは分散拡大因子）
（VIFと略記される）を計算することである．この指
標は，上記条件指標と同様に，説明変数ごとに計算さ
れ，次式で定義される：

  (8)

ここで，この式の右辺の R2
kは，k番目の説明変数をそ

れ以外の説明変数で説明した時の重相関係数を指す．
　(8) 式から明らかなように，分散インフレ因子の値
が大きくなる説明変数は，その変数をそれ以外の説明
変数で説明した時の説明力が大きな変数であり，その
変数は他の説明変数の線形和で近似できることを示し
ているため，そのような説明変数は多重共線性に関与
している可能性があると見れる．例えば，統計ソフト
SASの REG procedureでは，多重共線性の出力を指示
すると，重回帰分析の「パラメータの推定値」の項に，
偏回帰係数の推定値，標準誤差，t値，p‒値などに引
き続いて，「分散拡大」の項が出力されるので，最大
条件指標の値が相対的に大きい場合，この項をみて分
散拡大の値の大きい変数を除去するのが当該データの
多重共線性に対応する１つの方法である．
　なお，ここで注意したいのは，SASの REG procedure
では多重共線性の検討を直接指示するパラメータとし

て collinと collinointの２種類が用意されており，(7)
式で与えらえる条件指標は後者の collinointを指定し
た時に出力されるが，collinを指定すると条件指標は
説明変数＋１個出力される点である．この場合，条件
指標の最初に出力されるのはモデルのｙ切片に関わ
る．さらにこれに対応する固有値の値は説明変数に対
応する固有値より通常かなり大きな値となる．両者の
どちらを選択するかは，現象の性質やモデルとてｙ切
片を含めるかどうかに依存する．
　ロジスティック回帰分析，さらにはそれを含む一般
化線形モデルの場合にも，重回帰分析の場合と同様な
問題が存在する（例えば，Agresti, 2002, p. 212; Allison, 
2012, p. 60）．Allisonによれば，多重共線性の影響は
幸運にも共線性を持つ変数（一般に複数）にのみ現れ
るという．
　それでは，重回帰分析以外の一般線形モデルにおけ
る多重共線性を検討するにはどうすればよいであろう
か．例えば SASによるロジスティック回帰分析手続
きである LOGISTIC procedureは，同重回帰分析 REG 
procedureのような多重共線性検討のためのオプショ
ンである tol，vif，collin，collinointを持ち合わせてい
ない．しかし，多重共線性は説明変数の特性であり基
準変数のそれではないため（例えば，Allison, p. 60），
多重共線性の有無を検討するためには基準変数は定性
的変数であることを無視して当該データに対してロジ
スティック回帰分析に先立ち REG procedureを適用す
ればよい．
　もちろん，ロジスティック回帰分析の場合，説明変
数には定性的変数も含まれていてよいが，定性的変数
も混在する説明変数の場合，重回帰分析を適用する前
に SASプログラムを用いて定性的変数をすべてダミ
ー変数化しておく必要がある．SPSSの場合にはシン
タックスを用いて同様なプログラムを書けばよい．
Tabachnick and Fidell (2014) には多くの多変量解析や時
系列解析のための SASプログラムおよび IBM SPSS
シンタックスとその適用例が掲載されている．

第８節　結語

　社会行動科学の領域から医学・疫学などの自然科学
領域では，得られたデータに対して何らかの統計学的
検定を行うことが多い．とりわけ，相関係数の検定，
対応のない場合の２群間の平均の差の検定，通常の（独
立測定要因，あるいは実験参加者間要因についての）
分散分析，反復測定デザイン分散分析（実験参加者内
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要因についての分散分析），因子分析，重回帰分析的
手法（重回帰分析，ロジスティック回帰分析，それら
を一般化した一般化線形モデル）などは，内外の研究
論文で日常的に使われている．しかし，これらの方法
については，内外の論文を問わず，必ずしも適切な使
い方がなされているとは言えず，むしろ誤用・乱用が
しばしばなされている．
　それらは，相関係数の外れ値や異常値の問題，対応
のない２群間の平均の差の検定では分散の等質性の検
定と平均の差の検定を含めた全体的危険率の問題，通
常の分散分析では無作為割り付けの有無，反復測定デ
ザイン分散分析では球形（球面性）仮説の成否とｐ値
のインフレの問題，因子分析では直交共通因子の因子
得点の非直交性の問題，重回帰分析やロジスティック
回帰分析などの一般化線形モデルでの多重共線性の問
題にかかわる．
　一般的に言って，どのような統計的検定や推定を行
うに際しても，それぞれの方法には必ず検定や推定が
適切に行えるための前提条件や仮定が存在するが，手
にしたデータがそれらの前提や仮定を満たしていない
と，正しい結論が得られないことになる．それにもか
かわらず，内外の審査員付きのレベルの高い論文でさ
え，しばしば誤用・乱用が見られる１つの原因として
考えられるのは，審査付き論文あるいは欧米のインパ
クトファクターの高い論文で一度そのような誤用・乱
用がなされると，あたかもそのような統計的検定や推
定が正しいとの錯覚に陥る研究者の心理にあるのでは
なかろうか．科学的な研究に携わるものに求められる
のは，如何に権威のある研究者であろうが論文であろ
うが完璧なものはなく，どこかにミスや問題があると
いう態度を持ち続けることではなかろうか．とりわけ，
統計的検定や推定を行うに際しては，審査付き論文に
出ている方法なので使ってよいというような安易な考
えではなく，手にしたデータはそれぞれの統計的方法
の前提条件や仮定をほんとうに満たしているのかどう
かを常に疑いの目でみてチェックする必要があろう．
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Misuse and Abuse of Statistics in the Social and Behavioral Sciences, and Medical Science

Naohito CHINO

Abstract

 Misuse and/or abuse of statistics can often occur in research in the social and Behavioral sciences, medical 
science and so on. We discuss it in the following seven cases:
  1. In testing Pearson’s product moment correlation coefficient when outliers and/or abnormal values exist.
  2. In applying the usual test of difference in means followed by the test of homogeneity of variances.
  3. In testing effects of between-subject factors with a few treatment levels to which we can’t randomly 

assign subjects in ANOVA.
  4. In testing various contrasts as the subsequent tests after the overall hypothesis of equality of means or is 

rejected. Similar situations occur when the overall or omnibus interaction hypothesis is rejected in 
factorial designs.

  5. In testing effects of factors in repeated measurement designs. Tests for sphericity hypotheses such as 
global sphericity hypothesis and multisample sphericity hypothesis are often left aside, although there is 
a possibility that the F distributions corresponding to some hypotheses about repeated measurement 
factors are distorted.

  6. In the applications of factor analysis to empirical data.
  7. In the applications of the generalized linear models such as multiple regression, logistic regression and 

so on. Especially, the problem of multicollinearity in these methods are often left aside, although 
parameter estimates for these models will be unstable if the multicollinearity occurs in the data under 
consideration.

Keywords: misuse of statistics, multicollinearity, outlier, sphericity hypotheses


